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平成 22年８月 13日 

各   位 
 
会 社 名  フジスタッフホールディングス株式会社 
代表者名  代表取締役会長 増山 浩史 
（ＪＡＳＤＡＱ・コード２１４７） 
問合せ先  経営管理本部長 小森 育夫 
電話   ０３－５２２０－２４５７ 

 

 
ランスタッド日本合同会社による当社株券等に対する公開買付け 

に関する意見表明のお知らせ 
 
 
当社は、平成 22年８月 13日開催の取締役会において、ランスタッド日本合同会社（以下、「公開買付者」と

いいます。）による当社普通株式及び新株予約権に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」といいます。）に

ついて、下記のとおり賛同の意見を表明するとともに、普通株式については、当社の株主が本公開買付けに応募

することを推奨し、また、新株予約権については、当社の新株予約権者が本公開買付けに応募することを推奨し

ない旨決議いたしましたので、お知らせ致します。 

公開買付者は、オランダ王国に本拠を有するランスタッド・ホールディング・エヌ・ヴィー（以下「ランスタ

ッド」といい、ランスタッド及びその子会社を「ランスタッド・グループ」と総称します。）によりその持分の

全てを間接的に所有されているランスタッド・アジア・パシフィック・ビー・ヴィー（以下「RAPBV」といいま

す。）がその持分の全てを所有している同社の完全子会社であり、当社の株券等を取得及び保有すること等を目

的として設立された会社です。 

なお、当社の取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続きにより、当社を完全子会

社化する予定であること及び当社株式が上場廃止となる予定であることを前提としております。 

 

記 

１．公開買付者の概要 
（１） 商 号 ランスタッド日本合同会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都千代田区紀尾井町 4番 1号 

（３） 代表者の役職・氏名 

代表社員 ランスタッド・アジア・パシフィック・ビー・ヴィー 

職務執行者 薗田 浩樹 

同     浅井 秀樹 

同     ウィガース・マルセル 

（４） 事 業 内 容 
当社の株式を取得及び保有し、本公開買付け終了後に当社の事業を支配し、管

理することを主たる事業の内容としております 

（５） 資 本 金 の 額 1円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 22年７月 26日 

（７） 大株主及び持株比率 ランスタッド・アジア・パシフィック・ビー・ヴィー           100％ 
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資 本 関 係 公開買付者の代表社員である RAPBV は、当社の普通株式

139,699 株（発行済株式総数の 20.46%）を保有しております。 

人 的 関 係 

当社の取締役ウィガース・マルセル氏は公開買付者の代表社

員であるRAPBVの職務執行者及び公開買付者の親会社である

RAPBV の最終の親会社であるランスタッドのアジア担当マネ

ージングディレクターを兼務しております。 

取 引 関 係 
当社子会社（株式会社フジスタッフ）はランスタッド・グル

ープに対して人材派遣等を行っております。 

（８） 
公 開 買 付 者 

と 
当 社 の 関 係 等 

関連当事者へ 
の 該 当 状 況 

公開買付者は、当社のその他の関係会社であるRAPBVの完全

子会社であるため、関連当事者に該当します。 

 

 

２．公開買付者が買付け等を行う株券等の種類 
（１）普通株式 
（２）新株予約権 

平成 19 年４月２日効力発生の株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインの共同株式移転に際し、平

成 17年 12 月 20 日開催の株式会社アイライン臨時株主総会決議及び同日開催の株式会社アイライン取締役

会決議に基づき発行された新株予約権に代えて発行された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。） 
 
３．本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

（１）本公開買付けに関する意見の内容 

当社は、平成 22年８月 13日開催の取締役会において、公開買付者が、当社の発行済普通株式（但し、当

社が所有する自己株式を除く）及び本新株予約権の全てを取得し、当社を完全子会社化することを目的とし

て、当社の普通株式510,264株（買付予定数の80％（小数点以下第二位四捨五入）、発行済株式総数の74.74％、

小数点以下第三位を四捨五入。以下、比率の計算において同様に計算しております。）の取得を下限とする

本公開買付けについて賛同する旨の決議をいたしました。したがって、当社の株主の皆様に対し、本公開買

付けに応募することを推奨いたします。もっとも、本新株予約権については、本新株予約権者として本公開

買付けに応募する他、本新株予約権を行使し、当社普通株式を取得した後に、当社株主として本公開買付け

に応募することも可能であることから、当社は、新株予約権者の皆様に対し、本公開買付に応募することを

推奨致しません。なお、本公開買付けの内容の詳細につきましては、本公開買付けの開始日に公開買付者か

ら提出されます公開買付届出書をご参照下さい。 

 

（２）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由 

公開買付者は、オランダ王国に本拠を有するランスタッドによりその持分の全てを間接的に所有されてい

るRAPBVがその持分の全てを所有している同社の完全子会社であり、RAPBVを通じて当社の普通株式139,699

株（発行済株式総数の 20.46%、平成 22年７月 31日現在の発行済株式総数（682,751 株）に本新株予約権の

行使により交付される可能性のある当社株式（平成 22年５月 31日以降平成 22年 8月 13 日までに本新株予

約権が行使されたことにより交付された当社株式を含みます。）の最大数（3,096 株）を加算した株式数に占

める割合（以下、「所有割合」といいます。）20.37%）を有しています。 

ランスタッド・グループは、昭和 35年 10 月にオランダ王国にて設立され、NYSEユーロネクスト・アムス

テルダム証券取引所上場企業であるランスタッドを中心とする企業グループであり、世界 44 ヶ国・4,300

以上の拠点（平成 21年末時点）において人材紹介・再就職支援・人材派遣･アウトソーシング・人材コンサ

ルティングをはじめとする総合人材サービスを提供しております。ランスタッド・グループは、平成 20 年

に同業のヴェディオール社を買収しており、平成 21 年度の全世界における売上高が約 124 億ユーロ（1 兆

4,880 億円（1ユーロ 120 円換算））の総合人材サービス業界において世界第２位の企業グループとなってお

ります。 

また、ランスタッド・グループは、日本においても平成 11 年 7 月にランスタッド株式会社を設立し、人
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材派遣サービス、紹介予定派遣サービス、人材紹介サービス及び再就職支援サービスを提供しております。 

当社は、平成 19 年 4 月、一般事務派遣の株式会社フジスタッフと製造派遣・請負の株式会社アイライン

の両社の株式移転により完全親会社（共同持株会社）として設立されました。株式会社フジスタッフ（旧株

式会社パソナソフトバンク）は、昭和 55年に設立し、平成 11年に一般人材派遣会社として初めて株式公開

を果たしました。平成 14 年には当時の株式会社フジスタッフと合併し、社名を株式会社フジプロフェシオ

とし、その後社名を株式会社フジスタッフに変更いたしました。株式会社フジスタッフは、一般事務派遣を

中心として金融・保険等の専門事務から営業・販売、コールセンター、ＩＴ、医療福祉等幅広い人材派遣業

を展開しております。また、株式会社アイラインは、平成 10 年に設立し、製造・物流を中心とした電気・

通信、半導体・精密機器、素材加工、運輸・倉庫、食品等幅広く製造派遣・請負を展開し、平成 16 年には

自社工場（宇都宮テクノセンター）を取得して最先端のエレクトロニクス製品の組立、製品改修、流通加工

などプロダクトニーズに対応するＥＭＳ（受託生産）業務を展開しております。グループ全体では、以上の

一般人材派遣業、製造派遣・請負を中心に、人材紹介、紹介予定派遣、再就職支援、教育（パソコンスクー

ル）、メンタルヘルス、外国人就職支援等の各種人材関連サービスを提供する総合人材サービス企業グルー

プを形成しております。 

当社は、ランスタッド・グループとの間で、平成 20 年７月より人材サービスのグローバル動向調査プロ

ジェクトを共同で行っております。また、ランスタッド・グループは、平成 20 年 11 月に RAPBV（当時の商

号：ヴェディオール・アジア・ビー・ヴィー）を通じて当社の普通株式 68,300 株（当時の発行済株式総数

の約 10%）を取得して当社の主要株主となり、さらに、平成 21年 12 月及び平成 22年２月に RAPBV（当時の

商号：ランスタッド・オーストラレジア・ビー・ヴィー）を通じて当社の普通株式を合計71,399 株取得し、

現在、RAPBV を通じて当社の普通株式 139,699 株（発行済株式総数の 20.46%、所有割合 20.37%）を保有して

おり、当社との資本関係を構築・強化してまいりました。さらに、当社は、平成 21 年６月よりランスタッ

ド・グループから取締役１名を受け入れております。 

また、当社は、日本国内では総合人材サービス企業として確固たる地位を築いているものの、今後さらな

る市場シェア拡大を図るためには、ランスタッド・グループとの関係をより強固なものとし、かつより機動

的な経営を行う体制を整えることが必要であると考えております。そこで、当社は、ランスタッド・グルー

プの一員となることで、ランスタッド・グループの全世界規模での業務遂行に関するノウハウを得て、顧客

企業に対し、より付加価値の高い総合的な人材サービスを提供するとともに、今後の事業展開に向け必要な

意思決定を迅速に行い、長期的かつ安定的な成長を実現させることが、当社の企業価値向上のための最良の

選択であるものと考えております。また、更なる企業価値向上に向けては、長期的な視野に基づいた戦略が

不可欠であり、上場維持による短期的な業績を意識せざるを得ない経営とは必ずしも整合しない場面も今後

は想定され、ランスタッド・グループの一員となることが、今後の当社の成長戦略を早期に実現する最善の

方策との結論に至りました。 

以上の理由から、平成 22年８月13日開催の当社取締役会において、本公開買付け及びその後の公開買付

者による当社の完全子会社化が、当社の企業価値向上に寄与するものであると判断いたしました。 

また、当社は、本公開買付けにおける当社普通株式 1株当たりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」

といいます。）が当社の株主の皆様にとって妥当なものであり、本公開買付けは当社の全ての株主の皆様に

対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判断し、当社の株主の皆様が本公開買付けに応募す

ることを勧める旨を決議いたしました。 

一方、当社は、本公開買付けにおける当社新株予約権１個当たりの買付け等の価格は、本新株予約権を行

使して当社普通株式を取得した後に、当社株主として本公開買付けに応募した場合と比較した場合、当社の

新株予約権者の皆様にとって妥当なものとはいえないものと判断し、当社の新株予約権者の皆様が本公開買

付けに応募することを推奨しない旨決議いたしました。 

 

①算定の基礎 

公開買付者は、本公開買付価格の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するに際して、公開買付

者のフィナンシャル・アドバイザーであるみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）に対し、

当社の株式価値の算定を依頼しました。みずほ証券は、採用すべき算定手法を検討した結果、市場株価平均
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法、ディスカウンテッド・キャッシュフロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）及び類似会社比較法の各

手法によって当社の株式価値の算定を行いました。上記各手法において算定された当社の普通株式１株あた

りの株式価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。 

市場株価平均法 15,298円から17,501円 

ＤＣＦ法 24,987円から29,599円 

類似会社比較法 14,941円から19,247円 

市場株価平均法では、平成22年８月11日を基準日として、株式会社大阪証券取引所の開設する市場である

JASDAQ（以下「JASDAQ」といいます。）における当社の普通株式の直近の終値、直近１ヶ月間の終値の単純

平均値、直近３ヶ月間の終値の単純平均値及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値を基に、普通株式１株あた

りの価値の範囲を15,298円から17,501円までと分析しております。 

ＤＣＦ法では、当社の事業計画、当社へのマネジメント･インタビュー、直近までの業績の動向、一般に

公開された情報等を考慮した平成23年３月期以降の当社の将来の収益予想に基づき、当社が将来生み出すと

見込まれるフリー･キャッシュ･フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析

し、当社の普通株式１株あたりの価値の範囲を24,987円から29,599円までと分析しております。 

類似会社比較法では、上場会社の中から当社と事業内容が類似する企業を複数選定し、株式時価総額と財

務指標との比較を通じて当社の株式価値を評価し、当社の普通株式１株あたりの価値の範囲を14,941円から

19,247円までと分析しております。 

公開買付者は、みずほ証券から取得した算定書記載の各手法の算定結果を参考にし、当社の取締役会によ

る本公開買付けへの賛同の可否、本公開買付け成立の見通し、当社の普通株式の市場株価の動向等も総合的

に勘案し、本公開買付価格について検討し、創業家一族及び当社との協議・交渉の結果等も踏まえ、最終的

に本公開買付価格を１株あたり27,500円と決定いたしました。なお、公開買付者は、みずほ証券から本公開

買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

本公開買付価格の27,500円は、本公開買付けについての実施についての公表日の前営業日である平成22

年８月12日のJASDAQにおける当社の普通株式の終値17,010円に対して61.67％（小数点以下第三位四捨五入）、

過去１ヶ月間（平成22年７月13日から平成22年８月12日まで）の終値の単純平均値17,419円（小数点以下四

捨五入）に対して57.87％（小数点以下第三位四捨五入）、過去３ヶ月間（平成22年５月13日から平成22年

８月12日まで）の終値の単純平均値17,022円（小数点以下四捨五入）に対して61.56％（小数点以下第三位

四捨五入）、過去６ヶ月間（平成22年２月15日から平成22年８月12日まで）の終値の単純平均値15,358円（小

数点以下四捨五入）に対して79.06％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額と

なります。 

他方、本新株予約権については、平成22年8月13日現在、その目的となる当社の普通株式1株当たりに換算

した行使価格は7,209円であり、本公開買付価格である27,500円を20,291円下回っておりますが、当社の本

新株予約権については、ストック･オプションとして発行されたものであり、本新株予約権の行使の条件と

して、新株予約権者は新株予約権の行使時において、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、執行役員、

従業員又は社外の協力者等の地位を有していることを要する（但し、任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合においてはこの限りではありません。）とされており、また本新株予約権を譲渡する

には当社取締役会の承認を要するものとされているため、公開買付者が本新株予約権を取得したとしてもこ

れを行使できないと解されることから、本新株予約権の買付価格を1個当たり1円と決定いたしました。 

一方、当社は、公開買付者から提示された本公開買付価格の検討にあたり、第三者算定機関である三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社（以下、「三菱ＵＦＪ信託銀行」といいます。）に、当社の株式価値の算定を依頼し
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ました。三菱ＵＦＪ信託銀行は、採用すべき算定手法を検討した結果、市場株価平均法、ＤＣＦ法及び類似

会社比較法の各手法によって当社の株式価値の算定を行いました。上記各手法において算定された当社の普

通株式１株あたりの株式価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。 

市場株価平均法 15,358円から17,419円 

ＤＣＦ法 25,985円から29,841円 

類似会社比較法 12,500円から19,817円 

市場株価平均法では、平成22年８月12日を基準日として、JASDAQにおける当社の普通株式の直近1ヶ月間

の終値の単純平均値、直近3ヶ月間の終値の単純平均値及び直近6ヶ月間の終値の単純平均値を基に、普通株

式１株あたりの価値の範囲を15,358円から17,419円までと分析しております。 

ＤＣＦ法では、当社の事業計画、当社へのマネジメント･インタビュー、直近までの業績の動向、一般に

公開された情報等を考慮した平成23年３月期以降の当社の将来の収益予想に基づき、当社が将来生み出すと

見込まれるフリー･キャッシュ･フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価値を分析

し、当社の普通株式１株あたりの価値の範囲を25,985円から29,841円までと分析しております。なお、ＤＣ

Ｆ法による株式価値の算定の根拠とした当社の売上高、営業利益等の数値は、当社が三菱ＵＦＪ信託銀行に

提出した事業計画における財務数値等をベースとして、事業計画の各数値その他の情報の正確性及び十分性、

事業計画記載の収益目標数値等の実現可能性等を、人材派遣業界の動向等も踏まえ、当社と三菱ＵＦＪ信託

銀行とで十分に協議した結果に基づく数値を採用しております。そのため、ＤＣＦ法による株式価値の算定

の根拠とした当社の平成23年3月期（平成22年4月1日から平成23年3月31日）の売上高は約651億円、ＥＢＩ

ＴＤＡは約31億円、営業利益は約28億円、平成24年3月期（平成23年4月1日から平成24年3月31日）の売上高

は約696億円、ＥＢＩＴＤＡは約31億円、営業利益は約28億円、平成25年3月期（平成24年4月1日から平成25

年3月31日）の売上高は約714億円、ＥＢＩＴＤＡは約31億円、営業利益は約28億円、平成26年3月期（平成

25年4月1日から平成26年3月31日）の売上高は約737億円、ＥＢＩＴＤＡは約32億円、営業利益は約29億円と

予想しております。 

類似会社比較法では、上場会社の中から当社と事業内容が類似する企業を複数選定し、株式時価総額と財

務指標との比較を通じて当社の株式価値を評価し、当社の普通株式１株あたりの価値の範囲を12,500円から

19,817円までと分析しております。なお、当社は、三菱ＵＦＪ信託銀行から本公開買付価格の公正性に関す

る評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 
②算定の経緯 

当社の取締役会は、第三者算定機関である三菱ＵＦＪ信託銀行の株式価値算定報告書の算定結果を参考に、

買付価格その他本公開買付けの諸条件の妥当性について、当社の財務状況、事業環境及び株主間の公平性等

の観点から慎重に検討した結果、平成22年８月13日開催の取締役会において、買付価格その他本公開買付け

の諸条件は妥当であり、当社の株主に対して合理的な価格により当社の株式の売却機会を提供するものであ

ると判断し、本公開買付けについて賛同することにつき、出席取締役全員一致で承認可決しました。 

なお、当社の取締役５名のうち、当社の大株主である増山浩史氏（JASDAQ等における上場有価証券の発行

者の会社情報の適時開示等に関する規則の特例に規定される「支配株主」に該当致します。但し、支配株主

への異動は平成22年8月16日の予定です。）及び増山郁夫氏の両名は、当社の大株主であり両名の親族であ

る増山律子氏（同氏も「支配株主」に該当致します。）、増山瑞比古氏、及び増山聖彦氏とともに平成22

年８月13日付で公開買付応募契約を締結していることから、また、ウィガース・マルセル氏は、公開買付者

の代表社員であるRAPBVの職務執行者であることから、会社法上の特別利害関係人に該当すると判断し、利

益相反回避の観点から、当社の本公開買付けに関する上記取締役会における審議及び決議には参加しており
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ません。そのため、本公開買付けに賛同する旨の取締役会決議は、取締役５名のうち、井上守氏、深津雅史

氏の２名により行われております。また、上記取締役会決議には当社監査役４名が参加し、当社取締役会が

本公開買付けに賛同する旨の意見を表明することに賛成する旨の意見を述べております。 

なお、上記取締役会決議に先立ち、平成22年７月23日付で、当社とランスタッドとの間で本公開買付けの

ための当社に対するデューディリジェンスの実施等に関する基本合意書締結の件を決議しております。かか

る取締役会決議においても、利益相反回避の観点から、増山浩史氏、ウィガース・マルセル氏及び増山郁夫

氏を除き、井上守氏、深津雅史氏の２名の取締役により審議及び決議を行っておりますが、定足数を確実に

満たすという観点から、念のため、公開買付応募契約の締結が未定であった増山郁夫氏を含む３名の取締役

により、さらに審議及び決議を行うという２段階の手続を経ております。 

 

当社は、かかる取締役会における意思決定方法につき、外部の法務アドバイザーである光和総合法律事

務所より助言を受けております。さらに、長島・大野・常松法律事務所より、同事務所が本公開買付けに関

して開示を受けた資料及び関係当事者から説明を受けた事実が全て真実かつ正確であること、当社が本公開

買付けに賛同する旨の表明にかかる平成 22年８月 13日付取締役会決議が、本公開買付けにかかる特別利害

関係人である増山浩史氏、増山郁夫氏及びウィガース・マルセル氏を審議・決議から排除してその他の取締

役全員の賛成により行われ、かつ当社の監査役も全員上記取締役会に出席し、上記取締役会決議について異

議なく賛同する意思を表明すること、及び同事務所の意見書提出時から上記取締役会決議までに同事務所の

意見の内容に影響を及ぼすような事情の変更は生じていないこと等を前提とする限り、①本件取引を行なう

ことが当社の業績の向上に役立つとの当社の判断の合理性を疑わせる事情は存在せず、②（a）本件取引の

対価以外の条件設定は少数株主の利益にも配慮したものであること、及び（b）本件対価の決定過程及び本

件取引に関する当社の意思決定過程の公正さを疑わせる事情は存在しないことを考慮すると、本公開買付の

公正性を担保するために当社が履践した措置は、当社のフィナンシャル・アドバイザーである三菱 UFJ 信託

銀行が作成し当社に提出した平成22年8月12日付の株式価値算定報告書の作成経緯を含め適法かつ妥当な

ものであり、さらに③株式価値算定報告書に示された算定結果が公正かつ妥当なものであることを前提とす

れば、当社の普通株式に関する本公開買付価格が、DCF 法による算定結果の範囲内で、市場株価平均法によ

る算定結果に 57.87％から 79.06％のプレミアムを加え、かつ、類似会社比較法による算定結果を相当程度

上回る金額である 27,500 円に設定されていることからして、上記取締役会決議が当社の少数株主を不当に

害することとなるものとは認められない旨の平成 22年 8月 13 日付の意見書を受領しております。なお、光

和総合法律事務所及び長島・大野・常松法律事務所については、当社の関連当事者に該当いたしません。 

 

③算定機関との関係 

三菱ＵＦＪ信託銀行は、当社から独立した第三者算定機関であり、かつ当社の関連当事者にも該当してお

りません。 

 

（3）本公開買付けによる上場廃止となる見込み及びその事由等 

 ① 本公開買付けによる上場廃止となる見込み及びその事由 

当社株式は、本日現在、JASDAQ に上場されておりますが、公開買付者は本公開買付けにおいて買付予定

の株式数に上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、当社株式は JASDAQ 等における株券

上場廃止基準の特例に従い、所定の手続きを経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの

結果、当該基準に該当しない場合でも、公開買付者は、本公開買付けの終了後に、適用ある法令に従い、公

開買付者の所有にかかる当社株式数の合計が、当社の発行済株式の総数となる次の手続きをとることを予定

しておりますので、その場合には当社の発行する株式は上場廃止になります。上場廃止となった場合、当社

の発行する株式を JASDAQ において取引することはできません。 

 

② 上場廃止となることが見込まれる本公開買付けに賛同する理由及び代替措置の検討状況 

当社は、上場廃止となることについて、当社から独立した第三者算定機関である三菱ＵＦＪ信託銀行から
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取得した本件株価算定書の内容を参考とし、本公開買付けの諸条件及び本公開買付けによって公開買付者の

完全子会社となることにより生じる影響やシナジーについて総合的に考慮し、慎重に検討を致しました。そ

の結果、本公開買付けが当社の企業価値向上及び株主共同利益の観点から有益であり、また、本公開買付価

格その他の条件は妥当なもので、少数株主の利益を不当に害さないものであり、また、当社の株主の皆様に

は相当程度プレミアムが加えられた価格により合理的な株式売却の機会を提供するものと判断し、決議に参

加した取締役の全員一致で、本公開買付けに賛同する旨の意見を表明すること及び当社の株主の皆様が本公

開買付けに応募することを推奨する旨の決議を致しました。また、公開買付者は、上場廃止に伴う代替措置

として、当社の株主及び新株予約権者の皆様の利益を保護すべく、下記３（４）「いわゆる二段階買収に関

する事項」記載のとおり、上場廃止となる当社株式に代わる対価として、現金の交付を受ける機会を当社株

主及び新株予約権者の皆様に提供することを予定しております。当該対価として交付される現金の額につき

ましては、本公開買付価格と同一の価格となるように算定されることが予定されています。 

 

（4）いわゆる二段階買収に関する事項（本公開買付け後の予定） 

公開買付者は、本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定しておらず、応募株券等の総

数が株式に換算した買付予定数の下限を超える場合には、応募株券等の全部の買付けを行います。これに対

して、本公開買付けは、510,264株を買付予定数の下限としており、本公開買付けに応じて売付け等をした

株券等（以下「応募株券等」といいます。）の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合には、公開買付

者は応募株券等の全部の買付け等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合には、

公開買付者は応募株券等の全部の買付け等を行います。公開買付者は、公開買付応募契約を締結し、当社の

普通株式の全てについて本公開買付けに応募することを合意している、RAPBV が保有する当社の普通株式

139,699 株（発行済株式総数の 20.46%、所有割合 20.37%）及び創業家一族が保有する当社の普通株式の合

計 304,173 株（発行済株式総数の 44.55%、所有割合 44.35%）を考慮した上で、RAPBV 及び創業家一族以外

の株主の皆様から本公開買付けについて一定の賛同が得られることを成立の条件にすべきであると判断し

ました。そこで、公開買付者は、買付予定数の下限が、買付予定数（637,916 株）の 80％（小数点以下第二

位四捨五入）となり、かつ RAPBV 及び創業家一族の保有する株式数（443,872 株）に買付予定数から RAPBV

及び創業家一族の保有する株式数を控除した株式数のうち３分の１超の株式数を加算した水準を超えるこ

ととなるよう、510,264 株（発行済株式総数の 74.74％、所有割合 74.40%）を買付予定数の下限としていま

す。 

本公開買付けが成立した場合、公開買付者は、当社の発行済全株式の 74.74％以上の株式を保有すること

となりますが、本公開買付けにおいて当社の発行済株式及び新株予約権の全て（但し、自己株式を除きます。）

を取得できなかった場合には、以下に述べる方法により、当社を完全子会社化することを予定しております。

具体的には、本公開買付けが成立した後に、公開買付者は、①当社において普通株式とは別の種類の株式を

発行できる旨の定款変更を行うことにより、当社を会社法の規定する種類株式発行会社とすること、②当社

の発行する全ての普通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更を行うこと、及び③当社の当該株式全部の取

得と引き換えに別個の種類の当社株式を交付すること、以上①乃至③を付議議案に含む臨時株主総会、並び

に②の定款一部変更を付議議案に含む当社の普通株主による種類株主総会の開催を当社に要請する予定で

あり、当社は、上記の臨時株主総会及び種類株主総会を開催し、上記各議案を付議する予定です。なお、公

開買付者はかかる完全子会社化のための手続を、平成 23年１月を目途として実施する予定とのことですが、

その具体的な実施時期については、公開買付者と当社とで協議の上、決定次第、速やかに公表する予定です。 

上記の各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、全

て当社に取得されることとなり、当社の株主には当該取得の対価として当社の別個の種類株式が交付される

ことになりますが、交付されるべき当該当社株式の数が１株に満たない端数となる株主に対しては、法令の

手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。）に相当

する当該当社株式を売却すること等によって得られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数の

合計数に相当する当該当社株式の売却の結果、当該株主に交付される金銭の額については、当該売却の結果、

各株主に交付されることになる金銭の額が、本公開買付価格に当該各株主が所有していた当社の普通株式の

数を乗じた価格と同一となるように算定されることが予定されています。 
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また、全部取得条項が付された普通株式の取得の対価として交付する当社株式の種類及び数は、現時点で

は未定でありますが、当社が、公開買付者の完全子会社となるよう、本公開買付けに応募されなかった当社

の株主に対し交付しなければならない当社株式の数が１株に満たない端数となるよう決定する予定であり

ます。上記手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、上記②の普通株式に全

部取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社法第 116 条及び第 117 条その他の関係法令の定め

に従って、株主はその有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、また、上記③の全部

取得条項が付された株式の全部取得が臨時株主総会において決議された場合には、会社法第 172 条その他の

関係法令の定めに従って、株主は当該株式の取得価額の決定の申立てを行うことができます。 

なお、本公開買付けは、上記臨時株主総会及び種類株主総会における当社の株主の賛同を勧誘するもので

は一切ありません。 

また、上記方法については、関係法令についての当局の解釈等の状況、本公開買付け後の公開買付者の株

券等所有割合又は公開買付者以外の当社株主の当社の株式の所有状況等によっては、それと同等の効果を有

する他の方法を実施する可能性があります。但し、その場合でも、公開買付者以外の当社の株主に対しては、

最終的に金銭を交付する方法により、完全子会社化することを予定しております。この場合に当社の株主に

交付されることになる金銭の額についても、本公開買付価格に当該各株主が所有していた当社の普通株式の

数を乗じた価格と同一になるよう算定される予定です。 

本公開買付け及びその後の手続により当社の完全子会社化が完了した後、公開買付者は、公開買付者と当

社との間で吸収合併を実施することを予定しております（なお、当該吸収合併の実施時期及びいずれを存続

会社とするかについては、現時点では未定です。）。更に、ランスタッド・グループは、当該吸収合併と並

行して又は当該吸収合併の後に、ランスタッド株式会社と当社グループ各社との間で合併を行うなどの方法

により日本における事業の統合を行っていく予定です。 

なお、本公開買付け及びその後の完全子会社化に伴う各種手続の実行によって交付される対価としての金

銭の受領、又は当該手続の実行に係る株式買取請求による買取り等の場合の税務上の取扱いにつきましては、

株主の皆様がそれぞれ税務専門家にご確認いただきたく、よろしくお願い致します。 

 

（5）公正性を担保するための措置 

公正性を担保するための措置として、上記（２）①でご説明いたしましたとおり、公開買付者及び当社は、

それぞれ別個に、公開買付者及び当社とは独立した第三者算定機関に株式価値の算定を依頼し、また、当社

は、当社の外部の法務アドバイザーである光和総合法律事務所から法的助言を受け、本公開買付けに対する

賛同に関する判断にあたり、これらを参考にしております。また、上記（２）②記載のとおり、長島・大野・

常松法律事務所より、当社の本公開買付けに賛同する旨の表明にかかる平成 22年８月 13日付取締役会決議

が当社の少数株主の利益を不当に害するものではない旨の意見書を受領しております。 

また、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下、「公開買付期間」といいます。）については、公開

買付者は、法令に定められた最低期間が 20営業日であることから、40営業日とし、株主に本公開買付けに

対する応募につき適切な判断機会を提供しうる公開買付期間を設定しているものと考えております。 

なお、公開買付者と当社との間で、当社が公開買付者の対抗的買収提案者と接触することを禁止するよう

な取引保護条項を含む合意等は一切行っておりません。 

 

（6）利益相反を回避するための措置 

上記（２）②でご説明いたしましたとおり、当社の取締役５名のうち、当社の大株主である増山浩史氏

（JASDAQ等における上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の特例に規定される「支配

株主」に該当致します。但し、支配株主への異動は平成22年8月16日の予定です。）及び増山郁夫氏の両名

は、当社の大株主であり両名の親族である増山律子氏（同氏も「支配株主」に該当致します。）、増山瑞比

古氏、及び増山聖彦氏とともに平成22年８月13日付で公開買付応募契約を締結していることから、また、ウ

ィガース・マルセル氏は、公開買付者の代表社員であるRAPBVの職務執行者であることから、会社法上の特

別利害関係人に該当すると判断し、利益相反回避の観点から、当社が本公開買付けに賛同する旨の決議を行

った取締役会における審議及び決議には参加しておりません。そのため、本公開買付けに賛同する旨の取締
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役会決議は、取締役５名のうち、井上守氏、深津雅史氏の２名により行われております。また、上記取締役

会決議には当社監査役４名が参加し、当社取締役会が本公開買付けに賛同する旨の意見を表明することに賛

成する旨の意見を述べております。 

なお、上記取締役会決議に先立ち、平成22年７月23日付で、当社とランスタッドとの間で本公開買付けの

ための当社に対するデューディリジェンスの実施等に関する基本合意書締結の件を決議しております。かか

る取締役会決議においても、利益相反回避の観点から、増山浩史氏、ウィガース・マルセル氏及び増山郁夫

氏を除き、井上守氏、深津雅史氏の２名の取締役により審議及び決議を行っておりますが、定足数を確実に

満たすという観点から、念のため、公開買付応募契約の締結が未定であった増山郁夫氏を含む３名の取締役

により、さらに審議及び決議を行うという２段階の手続を経ております。 

 

（７）その他 

本公開買付けの後、公開買付者が当社の完全子会社化の実施を予定している状況に鑑み、当社は、平成

22年８月 13日の取締役会において、本公開買付けが成立することを条件に平成 22年９月 30日及び平成 23

年３月 31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対する剰余金の配当は行わない

ことを決議しております。なお、詳細につきましては、当社が平成 22年８月 13日に公表した「平成 23年

３月期 配当予想の修正について」をご参照下さい。 

 

４．公開買付者と当社の株主又は役員との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 

公開買付者は、当社の普通株式 139,699 株（発行済株式総数の 20.46%、所有割合 20.37%）を所有している

RAPBV との間で、平成 22年８月 13日付で公開買付応募契約を締結しております。公開買付者は、それぞれ当

社の普通株式の141,551株（発行済株式総数の20.73%、所有割合20.64%）、68,487株（発行済株式総数の10.03%、

所有割合 9.99%）、63,217 株（発行済株式総数の 9.26%、所有割合 9.22%）、20,497 株（発行済株式総数の 3.00%、

所有割合 2.99%）及び 10,421 株（発行済株式総数の 1.53%、所有割合1.52%）を所有する増山浩史氏（当社代

表取締役会長）、増山律子氏、増山瑞比古氏、増山郁夫氏（当社取締役）及び増山聖彦氏との間で、平成 22

年８月 13 日付で公開買付応募契約を締結し、公開買付者において同契約に定める合意事項（当該契約の履行

等に必要な事項に関する合理的な範囲での協力、本公開買付けの実施その他一般的な事項が合意事項として定

められています。）を重要な点において全て履行していること、公開買付者の表明及び保証（公開買付者の設

立及び存続、契約の締結及び履行等についての有効な権限の保有及び適法性、倒産手続開始申立ての不存在、

代表者の適法な授権並びに本契約上の義務の履行に重大な悪影響を及ぼすような訴訟等の不存在が、公開買付

者の表明及び保証として定められています。）が重要な点において真実かつ正確であること及び当社が本公開

買付けに賛同する旨の意見表明を行うことを決議し、当該意見を公表し、かつかかる意見表明を撤回していな

いことを条件に、それぞれが保有する当社の普通株式の全てについて本公開買付けに応募することを合意して

おります。なお、当該公開買付応募契約において、平成 27年３月 31日までの間、増山瑞比古氏を当社の名誉

会長とし、増山律子氏を当社の名誉副会長とすること及び両者の現状の報酬体系を維持することが企図されて

おります。また、当該公開買付応募契約において、公開買付者は、本公開買付けの決済日後に決定される主要

な役員及び従業員の保持並びにシナジーの実現のため、当該役員及び従業員に対して、インセンティブプラン

（その内容は本日現在未定であり、今後合意される予定です。）を付与する意向を有している旨が定められて

おります。 

 

５．公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容 

該当事項はありません。 

 

６．会社支配に関する基本方針に係る対応方針 

該当事項はありません。 

 

７．公開買付者に対する質問 
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該当事項はありません。 

 

８．公開買付期間の延長の請求 

該当事項はありません。 

 

９．今後の見通しについて 

本公開買付けが当社の業績に与える影響については、今後、業績予想修正の必要性及び公表すべき事項が生

じた場合には速やかに開示いたします。 

 

10．支配株主との取引等に関する事項 

  本公開買付けは、支配株主との取引等に該当します。平成22年2月16日から5月13日までの間及び平成22年5

月26日から平成22年8月13日までの間実施致しました当社の自己株式の買付により議決権割合が変動し、増山

浩史氏及び増山律子氏がそれぞれ「支配株主」に該当することとなったため、当社は、支配株主を有する上場

会社として「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」を定めることとなり

ました。平成22年8月13日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を

行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。 

 

  平成 22年 8月 13 日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している指針は、「支配株主およびそ

の近親者と取引を行う際は、一般の取引と同様の適切な条件による取引を基本方針とし、その取引内容および

条件の妥当性については、必要に応じて弁護士への相談や第三者機関への評価の依頼を行い、取締役会におい

て慎重に審議の上決定することとし、少数株主の利益を害することのないよう適切に対応してまいります」と

いうものです。  
  また、当社は、公正性を担保するための措置、利益相反を回避するための措置については、それぞれ、上記

３（５）「公正性を担保するための措置」、（６）「利益相反を回避するための措置」記載のとおりの各措置

を行っております。 
さらに、上記（２）②記載のとおり、長島・大野・常松法律事務所より、当社の本公開買付けに賛同する旨

の表明にかかる平成 22年８月 13日付取締役会決議が、当社の少数株主の利益を不当に害するものではない旨

の意見書を受領しております。 

   
以 上 

（参考）公開買付者による買付等の概要 

ランスタッド日本合同会社作成の別紙「本公開買付けの詳細」をご覧ください。 
- 
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別紙 本公開買付けの詳細 
 

１．公開買付者の概要 
（１） 商 号 ランスタッド日本合同会社 
（２） 本 店 所 在 地 東京都千代田区紀尾井町 4番 1号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 ランスタッド・アジア・パシフィック・ビー・ヴィー 

職務執行者 浅井秀樹 
同     薗田 浩樹 
同     ウィガース・マルセル 

 

２．買付け等をする株券等の種類 
（１）普通株式 
（２）新株予約権 

平成 19 年４月２日効力発生の株式会社フジスタッフ及び株式会社アイラインの共同株式移転に際し、平

成 17年 12 月 20 日開催の株式会社アイライン臨時株主総会及び同日開催の株式会社アイライン取締役会の

決議に基づき発行された新株予約権に代えて発行された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。） 
 

３．買付け等の目的 
 
(1) 本公開買付けの概要 

 

ランスタッド日本合同会社（以下「公開買付者」といいます。）は、本日現在、オランダ王国に本拠を有す

るランスタッド・ホールディング・エヌ・ヴィー（以下「ランスタッド」といい、ランスタッド及びその子会

社を「ランスタッド・グループ」と総称します。）によりその持分の全てを間接的に所有されているランスタ

ッド・アジア・パシフィック・ビー・ヴィー（以下「RAPBV」といいます。）がその持分の全てを所有してい

る同社の完全子会社であり、フジスタッフホールディングス株式会社（以下「対象者」といいます。）の株券

等を取得及び保有すること等を目的として設立された会社です。 

今般、公開買付者は、対象者が所有する自己株式以外の対象者の発行済普通株式（対象者が平成22年８月13

日に提出した訂正自己株券買付状況報告書に記載された平成22年７月31日現在の発行済株式総数（682,751株）

から、同報告書に記載された平成22年７月31日現在の対象者が保有する自己株式の数（47,931株）を除いた

634,820株。ただし、公開買付期間末日までに本新株予約権が行使される可能性があり、当該行使により公開

買付期間末日までに交付される対象者株式も本公開買付けの対象としております。）及び本新株予約権の全て

（対象者が平成22年６月24日に提出した第３期有価証券報告書に記載された平成22年５月31日現在の個数

（720個）。その目的となる株式数は3,096株。なお、本新株予約権については、その発行時の定めに基づき、

新株予約権１個につきその目的となる株式の数を4.3株として計算しております。）を取得し、対象者を完全

子会社化することを目的として、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。以下「法」

といいます。）に基づき本公開買付けを実施いたします。 

本公開買付けに関連して、公開買付者は、対象者の普通株式139,699株（平成22年７月31日現在の発行済株

式総数（682,751株）に本新株予約権の行使により交付される可能性のある対象者株式（平成22年５月31日以

降本日までに本新株予約権が行使されたことにより交付された対象者株式を含みます。）の最大数（3,096株）

を加算した株式数に占める割合（以下「所有割合」といいます。小数点以下第三位を四捨五入するものとし、

以下同じとします。）20.37%）を所有しているRAPBVとの間で平成22年８月13日付で公開買付応募契約を締結
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し、RAPBVが保有する対象者の普通株式の全てについて本公開買付けに応募することを合意しております（当

該応募について、充足される必要のある前提条件はありません。）。また、公開買付者は、それぞれ対象者の

普通株式の141,551株（所有割合20.64%）、68,487株（所有割合9.99%）、63,217株（所有割合9.22%）、20,497

株（所有割合2.99%）及び10,421株（所有割合1.52%）を所有する増山浩史氏（対象者代表取締役会長）、増山

律子氏、増山瑞比古氏、増山郁夫氏（対象者取締役）及び増山聖彦氏（以下「創業家一族」と総称します。）

との間で、平成22年８月13日付で公開買付応募契約を締結し、公開買付者において同契約に定める合意事項（当

該契約の履行等に必要な事項に関する合理的な範囲での協力、本公開買付けの実施その他一般的な事項が合意

事項として定められています。）を重要な点において全て履行していること、公開買付者の表明及び保証（公

開買付者の設立及び存続、契約の締結及び履行等についての有効な権限の保有及び適法性、倒産手続開始申立

ての不存在、代表者の適法な授権並びに本契約上の義務の履行に重大な悪影響を及ぼすような訴訟等の不存在

が、公開買付者の表明及び保証として定められています。）が重要な点において真実かつ正確であること及び

対象者が本公開買付けに賛同する旨の意見表明を行うことを決議し、当該意見を公表し、かつかかる意見表明

を撤回していないことを条件に、それぞれが保有する対象者の普通株式の全てについて本公開買付けに応募す

ることを合意しております。なお、当該公開買付応募契約において、平成27年３月31日までの間、増山瑞比
古氏を対象者の名誉会長とし、増山律子氏を対象者の名誉副会長とすること及び両者の現状の報酬体系を維持

することが企図されている旨が定められております。また、当該公開買付応募契約において、公開買付者は、

本公開買付けの決済日後に決定される主要な役員及び従業員の保持並びにシナジーの実現のため、当該主要な

役員及び従業員に対して、インセンティブプラン（その内容は本日現在未定であり、今後合意される予定です。）

を付与する意向を有している旨が定められております。さらに、当該公開買付応募契約において、公開買付者

は対象者をして、本公開買付けの決済日以後、対象者の従業員の労働・雇用条件については、現状の対象

者の労働・雇用条件を可能な限り尊重させる旨が定められております。 

本公開買付けは、510,264株を買付予定数の下限としており、本公開買付けに応じて売付け等をした株券等

（以下「応募株券等」といいます。）の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合には、公開買付者は応募

株券等の全部の買付け等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合には、公開買付

者は応募株券等の全部の買付け等を行います。公開買付者は、公開買付応募契約を締結し、対象者の普通株式

の全てについて本公開買付けに応募することを合意している、RAPBVが保有する対象者の普通株式139,699株

（所有割合20.37%）及び創業家一族が保有する対象者の普通株式の合計304,173株（所有割合44.35%）を考慮

した上で、RAPBV及び創業家一族以外の株主の皆様から本公開買付けについて一定の賛同が得られることを成

立の条件にすべきと判断しました。そこで、公開買付者は、買付予定数の下限が、買付予定数（637,916株）
の80%（小数点以下第二位四捨五入）となり、かつRAPBV及び創業家一族の保有する株式数（443,872株）に
買付予定数からRAPBV及び創業家一族の保有する株式数を控除した株式数のうち３分の１超の株式数を加算
した水準を超えることとなるよう、510,264株（所有割合74.40%）を買付予定数の下限としています。 
なお、対象者によれば、対象者は本公開買付けについて、賛同の意見を表明するとともに、普通株式につい

ては、対象者の株主が本公開買付けに応募することを推奨するとのことです。もっとも、本新株予約権につい

ては、本新株予約権の新株予約権者として本公開買付けに応募するほか、本新株予約権を行使し、対象者普通

株式を取得した後に、対象者株主として本公開買付けに応募することも可能であることから、本新株予約権の

新株予約権者に対しては本公開買付けに応募することを推奨しないとのことです。 

 
(2) 本公開買付けの背景及び目的、本公開買付けを実施するに至った意思決定の過程並びに本公開買付け後の

経営方針 
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ランスタッド・グループは、昭和35年10月にオランダ王国にて設立され、NYSEユーロネクスト・アムステル

ダム証券取引所上場企業であるランスタッドを中心とする企業グループであり、世界44ヶ国・4,300以上の拠

点（平成21年末時点）において人材紹介・再就職支援・人材派遣･アウトソーシング・人材コンサルティング

をはじめとする総合人材サービスを提供しております。ランスタッド・グループは、平成20年に同業のヴェデ

ィオール社を買収しており、平成21年度の全世界における売上高が約124億ユーロ（1兆4,880億円（1ユーロ120

円換算））の総合人材サービス業界において世界第２位の企業グループとなっております。 

また、ランスタッド・グループは、日本においても平成11年７月にランスタッド株式会社を設立し、人材派

遣サービス、紹介予定派遣サービス、人材紹介サービス及び再就職支援サービスを提供しております。 

他方、対象者は、平成19年４月、一般事務派遣の株式会社フジスタッフと製造派遣・請負の株式会社アイラ

インの両社による株式移転により完全親会社（共同持株会社）として設立されました。株式会社フジスタッフ

（旧株式会社パソナソフトバンク）は、昭和55年に設立され、平成11年に一般人材派遣会社として国内で初め

て株式公開を果たしました。平成14年には当時の株式会社フジスタッフと合併し、社名を株式会社フジプロフ

ェシオとし、その後社名を株式会社フジスタッフに変更いたしました。株式会社フジスタッフは、一般事務派

遣を中心として金融・保険等の専門事務から営業・販売、コールセンター、ＩＴ、医療福祉等幅広い人材派遣

業を展開しております。また、株式会社アイラインは、平成10年に設立され、製造・物流を中心とした電気・

通信、半導体・精密機器、素材加工、運輸・倉庫、食品等幅広く製造派遣・請負業を展開し、平成16年には自

社工場（宇都宮テクノセンター）を取得して最先端のエレクトロニクス製品の組立、製品改修、流通加工など

プロダクトニーズに対応するＥＭＳ（受託生産）業務を展開しております。対象者のグループ全体では、以上

の一般人材派遣業、製造派遣・請負を中心に、人材紹介、紹介予定派遣、再就職支援、教育（パソコンスクー

ル）、メンタルヘルス、外国人就職支援等の各種人材関連サービスを提供する総合人材サービス企業グループ

を形成しております（以下、対象者及びその子会社を「対象者グループ」といいます。）。 

ランスタッド・グループは、対象者との間で、平成20年７月より人材サービスのグローバル動向調査プロジ

ェクトを共同で行っております。また、ランスタッド・グループは、対象者への経営参加及び長期投資等を目

的として、平成20年11月にRAPBV（当時の商号：ヴェディオール・アジア・ビー・ヴィー）を通じて対象者の

普通株式68,300株（当時の発行済株式総数の約10%）を取得して対象者の主要株主となり、更に、平成21年12

月及び平成22年２月にRAPBV（当時の商号：ランスタッド・オーストラレジア・ビー・ヴィー）を通じて対象

者の普通株式を合計71,399株取得し、現在、RAPBVを通じて対象者の普通株式139,699株（所有割合20.37%）を

保有しており、対象者との資本関係を構築・強化して参りました。更に、ランスタッド・グループは、対象者

に対して平成21年６月より取締役１名を派遣しております。 

ランスタッドは、総合人材サービス市場において世界２番目の規模を誇る日本の市場がランスタッド・グル

ープの顧客であるグローバル企業にとってもその経営戦略上の重要性を増している中、上記の通り対象者との

間の資本関係・人的関係・取引関係を構築・強化し、対象者との更なる関係強化により日本の総合人材サービ

ス市場における地位を確立する方法について検討して参りました。また、ランスタッドは、対象者について、

日本国内では総合人材サービス企業として確固たる地位を築いているものの、今後さらなる市場シェア拡大を

図るためには、ランスタッド・グループとの関係をより強固なものとし、かつより機動的な経営を行う体制を

整えることが必要であると考えました。そこで、ランスタッドは、平成22年５月26日より、本公開買付けによ

る対象者の株式全ての取得について、創業家一族との間で協議を開始しました。ランスタッドは、平成22年７

月下旬に増山浩史氏及び対象者との間でそれぞれ、本公開買付け及びその後の完全子会社化手続の実施につい

ての相互の理解を確認し公開買付者にデュー・ディリジェンスの機会を与えること等を内容とする基本合意書

を締結のうえ、対象者及び創業家一族との間で更に協議を進めた結果、対象者がランスタッド・グループの一
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員となることで、ランスタッド・グループの全世界規模での業務遂行に関するノウハウと対象者の日本におけ

る経営ノウハウ及び専門性との相乗効果を得ることを可能とし、ランスタッド・グループとのシナジー効果を

実現させることが、対象者とランスタッド・グループの長期的かつ安定的な企業価値向上のための最良の選択

であるとの結論に至り、本公開買付けを実施することを決定しました。 

なお、完全子会社化以降の対象者グループの経営方針については、今後対象者と協議の上決めていくことと

なります。 

 

(3) 本公開買付けの公正性を担保するための措置 

 
ランスタッド・グループは対象者に対して取締役1名を派遣しております。また、上記「(1) 本公開買付け

の概要」に記載したとおり、公開買付者の親会社であるRAPBVは対象者普通株式139,699株（所有割合20.37%）

を保有している対象者の主要株主で、かつ、その保有する対象者株式の全てについて本公開買付けに応募する

ことを合意しております。また、上記「(1) 本公開買付けの概要」に記載したとおり、対象者の取締役である

増山浩史氏及び増山郁夫氏は、その親族である増山律子氏、増山瑞比古氏及び増山聖彦氏とともに、公開買付

者との間で平成22年８月13日付で公開買付応募契約を締結しており、このうち増山浩史氏及び増山律子氏は株

式会社大阪証券取引所の開設する市場であるJASDAQ（以下「JASDAQ」といいます。）の規則において定義され

る支配株主に該当します。このような状況を踏まえ、公開買付者及び対象者は、買付価格の公正性の担保、本

公開買付けに関する意思決定の過程における恣意性の排除及び利益相反の回避の観点から、以下のとおり本公

開買付けの公正性を担保するための配慮を行っております。 

 

① 買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

公開買付者は、本公開買付けにおける普通株式の買付等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）

の公正性を担保するため、本公開買付価格を決定するに際して、公開買付者のフィナンシャル・アドバイザ

ーであるみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）に対し、対象者の株式価値の算定を依頼

しました。みずほ証券は、採用すべき算定手法を検討した結果、市場株価平均法、ディスカウンテッド・キ

ャッシュフロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）及び類似会社比較法の各手法によって対象者の株式価

値の算定を行いました。上記各手法において算定された対象者の普通株式１株あたりの株式価値の範囲はそ

れぞれ以下のとおりです。 

市場株価平均法 15,298円から17,501円 

ＤＣＦ法 24,987円から29,599円 

類似会社比較法 14,941円から19,247円 

市場株価平均法では、平成22年８月11日を基準日として、JASDAQにおける対象者の普通株式の直近の終値、

直近１ヶ月間の終値の単純平均値、直近３ヶ月間の終値の単純平均値及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値

を基に、普通株式１株あたりの価値の範囲を15,298円から17,501円までと分析しております。 

ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネジメント･インタビュー、直近までの業績の動向、一

般に公開された情報等を考慮した平成23年３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生

み出すと見込まれるフリー･キャッシュ･フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価

値を分析し、対象者の普通株式１株あたりの価値の範囲を24,987円から29,599円までと分析しております。 



 

 15 

類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容が類似する企業を複数選定し、株式時価総額と

財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、対象者の普通株式１株あたりの価値の範囲を14,941

円から19,247円までと分析しております。 

公開買付者は、みずほ証券から取得した算定書記載の各手法の算定結果を参考にし、対象者の取締役会に

よる本公開買付けへの賛同の可否、本公開買付け成立の見通し、対象者の普通株式の市場株価の動向等も総

合的に勘案し、本公開買付価格について検討し、創業家一族及び対象者との協議・交渉の結果等も踏まえ、

最終的に本公開買付価格を１株あたり27,500円と決定いたしました。なお、公開買付者は、みずほ証券から

本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

本公開買付価格の27,500円は、本公開買付けについての実施についての公表日の前営業日である平成22

年８月12日のJASDAQにおける対象者の普通株式の終値17,010円に対して61.67％（小数点以下第三位四捨五

入）、過去１ヶ月間（平成22年７月13日から平成22年８月12日まで）の終値の単純平均値17,419円（小数点

以下四捨五入）に対して57.87％（小数点以下第三位四捨五入）、過去３ヶ月間（平成22年５月13日から平

成22年８月12日まで）の終値の単純平均値17,022円（小数点以下四捨五入）に対して61.56％（小数点以下

第三位四捨五入）、過去６ヶ月間（平成22年２月15日から平成22年８月12日まで）の終値の単純平均値15,358

円（小数点以下四捨五入）に対して79.06％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた

金額となります。 

他方、本新株予約権については、平成22年８月13日現在、その目的となる対象者の普通株式1株当たりの

行使価格は7,209円であり、本公開買付価格である27,500円を20,291円下回っておりますが、対象者の本新

株予約権については、ストック･オプションとして発行されたものであり、本新株予約権の行使の条件とし

て、本新株予約権者は新株予約権の行使時において、対象者もしくは対象者子会社の取締役、監査役、執行

役員、従業員または社外の協力者等の地位を有していることを要する（ただし、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合においてはこの限りではありません。）とされており、また本新株予約権

を譲渡するには対象者取締役会の承認を要するものとされているため、公開買付者が本新株予約権を取得し

たとしてもこれを行使できないと解されることから、本新株予約権の買付価格を１個当たり１円と決定いた

しました。 

 

② 対象者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

対象者によれば、対象者は、公開買付者から提示された本公開買付価格の検討にあたり、第三者算定機関

である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（以下「三菱ＵＦＪ信託銀行」といいます。）に、対象者の株式価値の

算定を依頼したとのことです。三菱ＵＦＪ信託銀行は、採用すべき算定手法を検討した結果、市場株価平均

法、ＤＣＦ法及び類似会社比較法の各手法によって対象者の株式価値の算定を行ったとのことです。上記各

手法において算定された対象者の普通株式１株あたりの株式価値の範囲はそれぞれ以下のとおりとのこと

です。 

市場株価平均法 15,358円から17,419円 

ＤＣＦ法 25,985円から29,841円 

類似会社比較法 12,500円から19,817円 

市場株価平均法では、平成22年８月12日を基準日として、JASDAQにおける対象者の普通株式の直近１ヶ月

間の終値の単純平均値、直近３ヶ月間の終値の単純平均値及び直近６ヶ月間の終値の単純平均値を基に、普

通株式１株あたりの価値の範囲を15,358円から17,419円までと分析しているとのことです。 
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ＤＣＦ法では、対象者の事業計画、対象者へのマネジメント･インタビュー、直近までの業績の動向、一

般に公開された情報等を考慮した平成23年３月期以降の対象者の将来の収益予想に基づき、対象者が将来生

み出すと見込まれるフリー･キャッシュ･フローを一定の割引率で現在価値に割り引いて企業価値や株式価

値を分析し、対象者の普通株式１株あたりの価値の範囲を25,985円から29,841円までと分析しているとのこ

とです。なお、ＤＣＦ法による株式価値の算定の根拠とした対象者の売上高、営業利益等の数値は、対象者

が三菱ＵＦＪ信託銀行に提出した事業計画における財務数値等をベースとして、事業計画の各数値その他の

情報の正確性及び十分性、事業計画記載の収益目標数値等の実現可能性等を、人材派遣業界の動向等も踏ま

え、対象者と三菱ＵＦＪ信託銀行とで十分に協議した結果に基づく数値を採用しているとのことです。その

ため、ＤＣＦ法による株式価値の算定の根拠とした対象者の平成23年３月期（平成22年４月１日から平成23

年３月31日）の売上高は約651億円、ＥＢＩＴＤＡは約31億円、営業利益は約28億円、平成24年３月期（平

成23年４月１日から平成24年３月31日）の売上高は約696億円、ＥＢＩＴＤＡは約31億円、営業利益は約28

億円、平成25年３月期（平成24年４月１日から平成25年３月31日）の売上高は約714億円、ＥＢＩＴＤＡは

約31億円、営業利益は約28億円、平成26年３月期（平成25年４月１日から平成26年３月31日）の売上高は約

737億円、ＥＢＩＴＤＡは約32億円、営業利益は約29億円と予想しているとのことです。 

類似会社比較法では、上場会社の中から対象者と事業内容が類似する企業を複数選定し、株式時価総額と

財務指標との比較を通じて対象者の株式価値を評価し、対象者の普通株式１株あたりの価値の範囲を12,500

円から19,817円までと分析しているとのことです。なお、対象者は、三菱ＵＦＪ信託銀行から本公開買付価

格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得していないとのことです。 

 

③ 利益相反のおそれのある取締役の排除 

対象者によれば、対象者の取締役５名のうち、対象者の大株主である増山浩史氏（JASDAQ等における上場

有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の特例に規定される「支配株主」に該当するとのこ

とです。但し、支配株主への異動は平成22年8月16日の予定とのことです。）及び増山郁夫氏は、対象者の

大株主であり両者の親族である増山律子氏（同氏も「支配株主」に該当するとのことです。）、増山瑞比古

氏及び増山聖彦氏とともに平成22年８月13日付で公開買付応募契約を締結していることから、また、対象者

の社外取締役であるウィガース・マルセル氏は、公開買付者の代表社員の職務執行者であることから、会社

法上の特別利害関係人に該当すると判断し、利益相反回避の観点から、対象者において本公開買付けに賛同

する旨の決議を行った取締役会における審議及び決議には参加していないとのことです。そのため、当該取

締役会決議は、取締役５名のうち、井上守氏、深津雅史氏の２名により行われているとのことです。また、

当該取締役会決議には対象者の監査役４名が参加し、対象者取締役会が本公開買付けに賛同する旨の意見を

表明することに賛成する旨の意見を述べているとのことです。 

なお、対象者によれば、上記取締役会決議に先立ち、平成22年７月23日付で、対象者とランスタッドとの

間で本公開買付けのための対象者に対するデューディリジェンスの実施等に関する基本合意書締結の件を

決議した取締役会決議においても、利益相反回避の観点から、増山浩史氏、ウィガース・マルセル氏及び増

山郁夫氏を除き、井上守氏、深津雅史氏の２名の取締役により審議及び決議を行っておりますが、定足数を

確実に満たすという観点から、念のため、公開買付応募契約の締結が未定であった増山郁夫氏を含む３名の

取締役によりさらに審議及び決議を行うという２段階の手続を経ているとのことです。 

 

 

④ 外部の法務アドバイザーからの法的助言等 

対象者によれば、対象者は、対象者の外部の法務アドバイザーである光和総合法律事務所から法的助言を

受け、また長島・大野・常松法律事務所より、同事務所が本公開買付けに関して開示を受けた資料及び関係

当事者から説明を受けた事実が全て真実かつ正確であること、対象者が本公開買付けに賛同する旨の表明に

かかる平成22年８月13日付取締役会決議が、本公開買付けにかかる特別利害関係人である増山浩史氏、増山
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郁夫氏及びウィガース・マルセル氏を審議・決議から排除してその他の取締役全員の賛成により行われ、か

つ対象者の監査役も全員上記取締役会に出席し、上記取締役会決議について異議なく賛同する意思を表明す

ること、及び同事務所の意見書提出時から上記取締役会決議までに同事務所の意見の内容に影響を及ぼすよ

うな事情の変更は生じていないこと等を前提とする限り、①本件取引を行なうことが対象者の業績の向上に

役立つとの対象者の判断の合理性を疑わせる事情は存在せず、②（a）本件取引の対価以外の条件設定は少

数株主の利益にも配慮したものであること、及び（b）本件対価の決定過程及び本件取引に関する対象者の

意思決定過程の公正さを疑わせる事情は存在しないことを考慮すると、本公開買付けの公正性を担保するた

めに対象者が履践した措置は、対象者のフィナンシャルアドバイザーである三菱UFJ信託銀行が作成し対象

者に提出した平成22年８月12日付の株式価値算定報告書の作成経緯を含め適法かつ妥当なものであり、さら

に③株式価値算定報告書に示された算定結果が公正かつ妥当なものであることを前提とすれば、対象者の普

通株式に関する本公開買付価格が、ＤＣＦ法による算定結果の範囲内で、市場株価平均法による算定結果に

57.87％から79.06％のプレミアムを加え、かつ、類似会社比較法による算定結果を相当程度上回る金額であ

る27,500円に設定されていることからして、上記取締役会決議が対象者の少数株主を不当に害することとな

るものとは認められない旨の平成22年８月13日付の意見書を受領しており、本公開買付けに対する賛同に関

する判断にあたり、これらを参考にしているとのことです。 

 

⑤ 対抗的買収提案者との接触等を制限する合意の不存在 

公開買付者は、公開買付者以外の者による買付け等の機会が不当に制限されることがないよう、対象者と

の間で、対象者が公開買付者の対抗的買収提案者と接触することを禁止するような取引保護条項を含む合意

等、当該対抗的買収提案者が対象者との間で接触等を行うことを過度に制限するような内容につき合意して

おりません。 

 

⑥ 買付け等の期間を比較的長期に設定 

公開買付者は、公開買付期間を法令に定められた最短期間が20営業日であるところ、40営業日としており

ます。公開買付期間を比較的長期間である40営業日に設定することにより、対象者の株主の皆様に本公開買

付けに対する応募について適切な判断機会を確保しつつ、公開買付者以外にも買付け等を行う機会を確保す

ることで、本公開買付価格の公正性をも担保することを意図しております。 

 

(4) 本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

公開買付者は、本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定しておらず、応募株券等の数の

合計が買付予定数の下限（510,264株）以上の場合には、応募株券等の全部の買付け等を行い、対象者を公開

買付者の完全子会社化する方針です。 

本公開買付けにより、公開買付者が対象者の発行済株式の全て（自己株式を除きます。）を取得できなかっ

た場合には、公開買付者は、以下の方法により、対象者の発行済株式の全て（自己株式を除きます。）を取得

することを企図しております。 

具体的には、本公開買付けが成立した後、公開買付者は、①対象者において普通株式とは別の種類の株式を

発行できることを内容とする定款の一部変更を行うことにより、対象者を会社法（平成17年法律第86号。その

後の改正を含み、以下「会社法」といいます。）の規定する種類株式発行会社とすること、②対象者の発行す

る全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。

以下同じ。）を付すことを内容とする定款の一部変更を行うこと、及び③対象者の当該株式の全部（自己株式

を除きます。）の取得と引換えに別個の種類の対象者株式を交付することのそれぞれを付議議案に含む対象者

の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）の開催を対象者に要請する予定です。 
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また、本臨時株主総会において上記①のご承認をいただき、上記①に係る定款の一部変更の効力が発生しま

すと、対象者は会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記②に係る定款の一部変更の効力を生じ

させるためには、会社法第111条第２項第１号に基づき、本臨時株主総会の上記②に係る決議に加えて、株式

の内容として全部取得条項が付される対象者の普通株式を保有する株主を構成員とする種類株主総会（以下

「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となります。そのため、公開買付者は、対象者に対し、本臨

時株主総会の開催日と同日を開催日とし、上記②と同内容の議案を付議議案に含む本種類株主総会を開催する

ことを要請する予定です。本公開買付けが成立し本臨時株主総会及び本種類株主総会に上記各議案が上程され

た場合、公開買付者は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において、上記各議案に賛成する予定です。 

上記各手続が実行された場合には、対象者の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、全て

（自己株式を除きます。）対象者に取得されることとなり、対象者の株主（対象者を除きます。）には当該取

得の対価として対象者の別個の種類の株式が交付されることとなりますが、対象者の株主のうち、交付される

べき当該別個の種類の対象者株式の数が１株に満たない端数となる株主に対しては、会社法第234条その他の

関連法令の定めに従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合は当該端数は切り捨てられます。）

に相当する当該別個の種類の対象者株式を売却すること等によって得られる金銭が交付されます。なお、当該

端数の合計数に相当する当該別個の種類の対象者株式の売却価格については、当該売却の結果、各株主に交付

されることになる金銭の額が、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者の普通株式の数を乗じた価

格と同一となるように算定されることが予定されています。また、全部取得条項が付された対象者の普通株式

の取得の対価として交付する対象者株式の種類及び数は、本日現在において未定ですが、公開買付者は、対象

者に対し、公開買付者が対象者の発行済株式の全て（自己株式を除きます。）を保有することとなるよう、本

公開買付けに応募されなかった公開買付者以外の対象者の株主に対して交付しなければならない対象者株式

の数が１株に満たない端数となるよう決定することを要請する予定です。 

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、(イ)上記②の普通株式に全

部取得条項を付すことを内容とする定款変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その他の関係法令

の定めに従って、株主はその有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、また、(ロ)上記

③の全部取得条項が付された株式の全部取得が本臨時株主総会において決議された場合には、会社法第172条

その他の関係法令の定めに従って、株主は裁判所に対し当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことがで

きる旨が定められています。 

公開買付者は、上記各手続に関して、本公開買付け後の公開買付者の対象者株式の保有状況、公開買付者以

外の対象者の株主の対象者株式の保有状況、又は関係法令についての当局の解釈の状況等によっては、それと

概ね同等の効果を有する他の方法の実施を対象者に要請し、また当該実施の要請に時間を要する可能性があり

ます。ただし、その場合でも、公開買付者は、公開買付者以外の対象者の株主に対して最終的に金銭を交付す

る方法により、対象者を完全子会社とすることを予定しております。この場合に対象者の株主に交付されるこ

とになる金銭の額についても、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者の普通株式の数を乗じた価

格と同一になるよう算定される予定です。なお、公開買付者は上記の対象者の完全子会社化のための手続を、

平成23年１月を目途として実施する予定ですが、その具体的な実施時期については、対象者と協議の上、決定

次第、対象者が速やかに公表する予定です。 

なお、本公開買付けは、本臨時株主総会及び本種類株主総会における対象者の株主の皆様の賛同を勧誘する

ものでは一切ございません。 
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本公開買付け及びその後の手続により対象者の完全子会社化が完了した後、公開買付者は、公開買付者と対

象者との間で吸収合併を実施することを予定しております（なお、当該吸収合併の実施時期及びいずれを存続

会社とするかについては、本日現在において未定です。）。更に、ランスタッド・グループは、当該吸収合併

と並行して又は当該吸収合併の後に、ランスタッド株式会社と対象者グループ各社との間で合併を行うなどの

方法により日本における事業の統合を行っていく予定です。 

 
(5) 上場廃止となる見込み及びその事由 

 

対象者の普通株式は、本日現在、JASDAQに上場されておりますが、公開買付者は、本公開買付けにおいて買

付予定数に上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、JASDAQの上場廃止基準に従い、対象者

の普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの完了時点で当該基

準に該当しない場合でも、上記「(4)本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」

に記載のとおり、公開買付者は、本公開買付けの終了後に、適用ある法令に従い、対象者の完全子会社化を実

施することを企図しておりますので、その場合にも、対象者の普通株式は所定の手続を経て上場廃止になりま

す。 

 

４. 買付け等の概要 
 

(1) 対象者の概要 

（１） 商 号 フジスタッフホールディングス株式会社 
（２） 本 店 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 増山 浩史 
 
(2) 買付け等の期間 

① 届出当初の期間 

平成22年８月16日（月曜日）から平成22年10月13日（水曜日）まで（40営業日） 
② 公開買付開始公告日 

平成22年８月16日（月曜日） 

③ 対象者の請求に基づく延長の可能性 

該当事項はありません。 

 

(3) 買付け等の価格 

株券 普通株式 １株につき 金27,500円 
新株予約権証券 新株予約権 １個につき 金１円 

 

(4) 買付予定の株券等の数 

 

買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

637,916 （株） 510,264 （株） ― （株）
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（注 1） 買付予定数は、本公開買付けにおける公開買付者が取得する可能性のある株券等の数の最大の数で

ある、637,916 株となります。これは、対象者が平成 22 年８月 13 日に提出した訂正自己株券買付

状況報告書に記載された平成 22 年７月 31 日現在の発行済株式総数（682,751 株）から、同報告書

に記載された平成 22年７月 31日現在の対象者が保有する自己株式（47,931株）を控除した株式数

に、本新株予約権の行使により交付される可能性のある対象者株式（平成 22年５月 31日以降本日

までに本新株予約権が行使されたことにより交付された対象者株式を含みます。）の最大数（対象

者が平成22年６月24日に提出した第３期有価証券報告書に記載された平成22年５月31日現在の

対象者の新株予約権（合計 720 個）の目的である株式の数 3,096 株）を加算した株式数です。 

（注 2） 応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（510,264 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の

買付け等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全

部の買付け等を行います。 

（注 3） 本公開買付けを通じて、対象者が保有する自己株式を取得する予定はありません。 

（注 4） 公開買付期間末日までに本新株予約権が行使される可能性があり、当該行使により交付される対象

者株式も本公開買付けの対象としております。 

 
(5) 買付代金 

17,542,690,000円 

（注） 買付代金は、買付予定数（637,916 株）に１株当たりの買付価格（27,500 円）を乗じた金額を記載

しています。 

 
(6) 応募及び契約の解除の方法 

 

(a) 応募の方法 

① 公開買付代理人 
みずほ証券株式会社    東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

 
② 本公開買付けに応募する際には、所定の「公開買付応募申込書」に所要事項を記載し、買付け等の期
間の末日の15時までに、公開買付代理人の本店又は全国各支店において応募してください。 
本新株予約権につきましては、譲渡による取得について対象者の取締役会の承認を要する旨の制限が

付されておりますので、対象者により発行される譲渡承認書を併せてご提出ください。 
 
③ 本公開買付けに係る応募の受付けにあたっては、本公開買付けに応募する株主（以下「応募株主等」
といいます。）が、公開買付代理人に証券取引口座を開設した上、応募する予定の株券等を当該証券

取引口座に記録管理している必要があります。本公開買付けにおいては、公開買付代理人以外の金融

商品取引業者等を経由した応募の受付けは行われません。また、本公開買付けにおいては、対象者指

定の株主名簿管理人（住友信託銀行株式会社）の特別口座に記録されている株券等をもって本公開買

付けに応募することは出来ません。応募する予定の株券等が、公開買付代理人以外の金融商品取引業

者等に開設された証券取引口座又は株主名簿管理人の特別口座に記載又は記録されている場合は、応

募に先立ち、公開買付代理人に開設した証券取引口座への振替手続を完了していただく必要がありま

す。（注1） 
 
④ 応募株主等は、応募に際しては、上記「公開買付応募申込書」とともに、ご印鑑をご用意ください。 
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⑤ 公開買付代理人に証券取引口座を開設しておられない応募株主等には、新規に証券取引口座を開設し
ていただく必要があります。証券取引口座を開設される場合には、本人確認書類（注2）が必要になり

ます。 
 
⑥ 上記③の応募株券等の振替手続及び上記⑤の口座の新規開設には一定の日数を要する場合があります
のでご注意ください。 

 
⑦ 外国の居住者である株主（法人株主を含みます。以下「外国人株主」といいます。）の場合、日本国
内の常任代理人を通じて応募してください。 

 
⑧ 日本の居住者である個人株主の場合、買付けられた株券等に係る売却代金と取得費等との差額は、一
般的に株式等の譲渡所得等に関する申告分離課税の適用対象となります。（注3） 

 
⑨ 応募の受付けに際し、公開買付代理人より応募株主等に対して、公開買付応募申込みの受付票が交付
されます。 

 
（注1） 対象者指定の株主名簿管理人の特別口座から公開買付代理人の証券取引口座に株券等の記録を

振替える手続きについて 
対象者指定の株主名簿管理人の特別口座から公開買付代理人の証券取引口座に株券等の記録を

振替える手続きを公開買付代理人経由で行う場合は、当該株主名簿管理人に届け出ている個人情

報と同一の情報が記載された「振替申請書」による申請が必要となります。詳細については、公

開買付代理人又は当該株主名簿管理人にお問合せ下さいますようお願い申し上げます。 
（注2） 本人確認書類について 

公開買付代理人において新規に口座を開設される場合又は日本国内の常任代理人を通じて応募

する外国人株主の場合には、次の本人確認書類が必要になります。本人確認書類等の詳細につい

ては、公開買付代理人へお問い合わせください。 
個人・・・・・・住民票の写し(６ヶ月以内に作成されたもの)、健康保険証、運転免許証等(氏名、

住所、生年月日全てを確認できるもの)。 
法人・・・・・・登記事項証明書、官公庁から発行された書類等(６ヶ月以内に作成されたもの

で名称及び本店又は主たる事務所の所在地の両方を確認できるもの)。 
法人自体の本人確認に加え、取引担当者(当該法人の代表者が取引する場合はその代表者)個人の
本人確認が必要となります。 
外国人株主・・・常任代理人に係る上記本人確認書類及び常任代理人との間の委任契約に係る委

任状又は契約書(当該外国人株主の氏名又は名称、代表者の氏名及び国外の住
所地の記載のあるものに限ります。)の写し並びに常任代理人が金融機関以外
の場合には、日本国政府の承認した外国政府若しくは権限ある国際機関の発行

した書類その他これに類するもので、居住者の本人確認書類に準じるもの。 
（注3） 日本の居住者の株式等の譲渡所得に関する申告分離課税について（個人株主の場合） 

日本の居住者である個人株主の方につきましては、株式等の譲渡所得には、原則として申告分離

課税が適用されます。本公開買付けへの応募による売却につきましても、通常の金融商品取引業
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者を通じた売却として取り扱われることとなります。税務上の具体的なご質問等につきましては、

税理士などの専門家にご確認いただき、株主ご自身でご判断いただきますようお願い申し上げま

す。 
 
(b) 契約の解除の方法 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。

契約の解除をする場合は、公開買付期間の末日の15時までに、応募受付けをした公開買付代理人の本店又

は全国各支店に公開買付応募申込みの受付票を添付の上、解除書面（公開買付けに係る契約の解除を行う

旨の書面）を交付又は送付してください。契約の解除は、解除書面が公開買付代理人に交付され、又は到

達した時に効力を生じます。したがって、解除書面を送付する場合は、解除書面が公開買付期間の末日の

15時までに公開買付代理人に到達しなければ解除できないことにご注意ください。 

 

解除書面を受領する権限を有する者 

みずほ証券株式会社    東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

(その他みずほ証券株式会社全国各支店) 

 

(c) 株券等の返還方法 

応募株主等が上記「(b)契約の解除の方法」に記載の方法により公開買付けに係る契約の解除を申し出

た場合には、解除手続終了後速やかに下記「(7) 決済の方法」の「④ 株券等の返還方法」に記載の方法

により応募株券等を返還いたします。 

 
(d) 株券等の保管及び返還を行う金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 

みずほ証券株式会社    東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

 

(7) 決済の方法 

① 買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 
みずほ証券株式会社    東京都千代田区大手町一丁目５番１号 

 
② 決済の開始日 
平成22年10月20日（水曜日） 

 
③ 決済の方法 
公開買付期間終了後遅滞なく、公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等（外国人株主の場合は

その常任代理人）の住所宛に郵送いたします。買付けは、現金にて行います。買付けられた株券等に係る

売却代金を応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指示により、決済の開始日以後遅滞なく、

応募受付けをした公開買付代理人から応募株主等（外国人株主の場合はその常任代理人）の指定した場所

へ送金するか、応募受付けをした公開買付代理人の本店又は全国各支店にてお支払いします。 

 
④ 株券等の返還方法 
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下記「(8) その他買付け等の条件及び方法」の「①法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内

容」又は「②公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法」に記載の条件に基づ

き応募株券等の全部を買付けないこととなった場合には、公開買付代理人は、返還することが必要な株券

等を決済の開始日（公開買付けの撤回等を行った場合は撤回等を行った日）以後、速やかに応募が行われ

た時の状態に戻します。 

 

(8) その他買付け等の条件及び方法 

① 法第27条の13第４項各号に掲げる条件の有無及び内容 
応募株券等の数の合計が買付予定数の下限（510,264株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買付

け等を行いません。応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合は、応募株券等の全部の買付け

等を行います。 

 

② 公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法 
金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号。その後の改正を含みます。以下「令」といいます。）

第14条第１項第１号イないしリ及びヲないしソ、第３号イないしチ及びヌ、第４号並びに同条第２項第３

号ないし第６号に定める事項のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うことがあります。 

なお、令第14条第１項第３号ヌについては、同号イからリまでに掲げる事由に準ずる事項として、以下

の事項のいずれかに該当する場合をいいます。 

(i) 対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、又は記

載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明した場合 

(ii) 対象者の重要な子会社に同号イからリまでに掲げる事実が発生した場合 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買

付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に

関する内閣府令（平成２年大蔵省令第38号。その後の改正を含みます。以下「府令」といいます。）第20

条に規定する方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。 

 
③ 買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法 
法第27条の６第１項第１号の規定により、対象者が公開買付期間中に令第13条第１項に定める行為を行

った場合は、府令第19条第１項に定める基準により買付け等の価格の引下げを行うことがあります。 

買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、電子公告を行いその旨を日本経済新聞に掲載します。

ただし、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難な場合は、府令第20条に規定する方法により公

表し、その後直ちに公告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以

前の応募株券等についても、引下げ後の買付け等の価格により買付けを行います。 

 
④ 応募株主等の契約の解除権についての事項 
応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除することができます。

契約の解除の方法については、上記「(6) 応募及び契約の解除の方法」の「(b) 契約の解除の方法」に

記載の方法によるものとします。 

なお、公開買付者は応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は違約金の支払

いを応募株主等に請求しません。また、応募株券等の返還に要する費用も公開買付者の負担とします。解
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除を申し出られた場合には、応募株券等は当該解除の申出に係る手続終了後、速やかに上記「(7) 決済の

方法」の「④ 株券等の返還方法」に記載の方法により返還します。 

 
⑤ 買付条件等の変更をした場合の開示の方法 
公開買付者は、公開買付期間中、法第27条の６及び令第13条により禁止される場合を除き、買付条件等

の変更を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更内容等につき電子公告

を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。ただし、公開買付期間の末日までに公告を行うことが困難

な場合は、府令第20条に規定する方法により公表を行い、その後直ちに公告を行います。買付条件等の変

更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等についても、変更後の買付条件等により買付

けを行います。 

 
⑥ 訂正届出書を提出した場合の開示の方法 
訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに訂正届出書に記載した内容のうち、公開買付開始

公告に記載した内容に係るものを府令第20条に規定する方法により公表します。また、直ちに公開買付説

明書を訂正し、かつ、既に公開買付説明書を交付している応募株主等に対しては、訂正した公開買付説明

書を交付して訂正します。ただし、訂正の範囲が小範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及

び訂正後の内容を記載した書面を作成し、その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。 

 
⑦ 公開買付けの結果の開示の方法 
本公開買付けの結果については、公開買付期間の末日の翌日に、令第９条の４及び府令第30条の２に規

定する方法により公表します。 

 
⑧ その他 
本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものではなく、ま

た米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（ファクシミリ、電子メール、インターネ

ット通信、テレックス及び電話を含みますが、これらに限りません。）を利用して行われるものでもなく、

更に米国の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上記方法・手段により、若しくは上記

施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募することはできません。 

また、本公開買付けに係る届出書又は関連する買付書類は米国において、若しくは米国に向けて、又は

米国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、係る送付又は配布を行うこと

はできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募はお受けできません。 

本公開買付けへの応募に際し、応募株主等(外国人株主の場合は常任代理人)は公開買付代理人に対し、

以下の表明及び保証を行うことを求められることがあります。 

応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても米国に所在していな

いこと。本公開買付けに関するいかなる情報(その写しを含みます。)も、直接間接を問わず、米国内にお

いて若しくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買付け若し

くは公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは

国際通商の方法・手段(ファクシミリ、電子メール、インターネット通信、テレックス及び電話を含みま

すが、これらに限りません。)又は米国内の証券取引所施設を使用していないこと。他の者の裁量権のな
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い代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと(当該他の者が買付けに関する全ての指示を

米国外から与えている場合を除きます。)。 

 


